
一般社団法人　日本プロジェクト産業協議会｜Japan Project-Industry Council

JAPIC とは

昭和58年4月　社団法人設立

37業種　191社の団体・企業・地方自治体・大学・NPO等で構成

年間延べ約1万人が国益・公益的立場で活動
（例：テーマ研究、オピニオン集約、プロジェクト企画、政策提言）
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中 村　満 義

寺 島　実 郎

民間諸産業による業際的協力と産学官の交流を通じて、叡智を結集し、国民の安全
安心と持続可能で豊かな社会づくりに向けて、産業・経済、環境・資源・エネル
ギー、教育、国土・防災・都市・地域計画等、立国の根幹に関る事項の研究並びに
実現活動を行うことにより、国家的諸課題の解決に寄与し、日本の明るい未来を創
生することを目的とする。

そのため、各界からの知恵、技術、ノウハウを
結集し、議論を重ね、解決に向けた提言、及び
実践のため、必要な以下の事業を行い、“行動
するシンクタンク”としてその使命を果たす。

更に、会長諮問機関『日本創生委員会』との相
互連携により、知の結集～実現を一体的に進め
る体制を整備。

三 村　明 夫

佐 藤　康 博

小 島　順 彦

宗 岡　正 二 新日鐵住金（株）　代表取締役会長

中 村　英 夫

一般社団法人　日本建設業連合会　会長

新日鐵住金（株）相談役

（株）みずほ銀行　取締役頭取

三菱商事（株）　取締役会長

東京都市大学　総長

高藪 裕三事務局｜ 一般社団法人　日本プロジェクト産業協議会　専務理事・事務局長
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日本創生委員会 とは

■ 平成20年2月、政策提言のプラットフォームとして設立。
■ 各界の質の高い政策と見識を集結し、国益を軸として経済・社会システム全般に関わ
 る理念、プロジェクトを政府等関係機関に働きかけ、実現すること。
■ 年7～8回程度開催。（平成20年2月初回～平成25年6月現在で35回開催）
■ 委員一同、本会議にて、諸課題を議論。
■ 合意内容を政府提言、その一部をJAPICが実現活動。
■ 具体的テーマ：7つのタスクフォースを組成して推進。

■ 産学官交流のためのプラットフォームの形成
■ 諸課題解決のための情報収集・調査・研究
■ 合意形成及び政府等関係機関への政策提言～プロジェクトの実現

（一財）日本総合研究所　会長 ／ （株）三井物産戦略研究所　会長

民・官・有識者　計 110 名（政界・経済界・官界・学界・メディア 5分野横断）
（企画・運営等は JAPIC が主管）

日本の未来を創生する！
【連絡先】　 一般社団法人　日本プロジェクト産業協議会
 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 3-2-10　鉄鋼会館 6階
 TEL.03-3668-2885  FAX.03-3668-8718  http://www.japic.org/index.html

組織図

【筑波大学連続リレー講座】

共通テーマ：グローバル時代のトップランナー
リレー講座：年間延べ 4000 人受講
共通テーマ：日本の未来創生
リレー講座：高校生、市民にも公開
ゼミ（アドバンスド・ディスカッションコース）

大学がおこなう教養科目の補完講義
平成 23年 4月より 3年間の単位授業
（全 90コマ＆ゼミ～試験・採点）
大学院・学部生対象の全学授業
産業界・官界から全講師を派遣
講師数 56名（ボランティア）
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大震災対応 資源エネルギーグローバル人材育成 

 メディア/ 報道のあり方グローバル経済 
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23年度実績

24年度実績
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共通テーマ：社会基礎学
 　～グローバル人材に不可欠な教養

25年度計画 ｜

国土委員会

日本創生国土計画委員会

都市インフラのリノベーション委員会

グローバルハブ空港研究会

国家戦略課題委員会

関西委員会

中部委員会

森林再生事業化委員会

海洋資源事業化委員会

日本・ミャンマー産業交流検討委員会

ヒト・モノ・カネ呼び込み戦略委員会

沿岸漁業復活プロジェクト委員会

複合観光事業研究会

日本日本日本日本創生創生創生創生委員委員委員委員会会会会日本創生委員会

大学への派遣講義

地域創生委員会

環境研究会環境委員会

防災研究会防災委員会

国際競争・成長戦略委員会 都市経営基盤研究会

水循環研究会水循環委員会


